
３．減損について
減損の兆候
１）使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要

用 途 種 類 場 所

生態系研究フィールドÓ（実験ほ場） 土地、建物等 茨城県つくば市八幡台３
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１．運営費交付金収益の計上基準
費用進行基準を採用しております。
これは中期計画及びこれを具体化する年度計画等（これらの添付書類を含む）において、業務の
実施と運営費交付金との対応関係が示されていないことから業務達成基準又は期間進行基準を採用
することが困難であるため、費用進行基準を採用しております。
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品は、最終仕入原価法によっております。

３．減価償却の会計処理方法
１）有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ５～50年
構築物 10～50年
機械及び装置 ４～15年
船舶及び航空機 ２～５年
車両運搬具 ５～６年
工具器具備品 ３～10年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）及び資産除去債務に対応する特定の除去
費用等（独立行政法人会計基準第91）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額とし
て資本剰余金から控除して表示しております。
２）無形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。なお、法人内利用の
ソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

４．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準
賞与については、運営費交付金から財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しており
ません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在籍する役職
員について、当期末の引当外賞与見積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算しておりま
す。
５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職
する役職員について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控
除した額から、退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して計算しております。
６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理
しております。
７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成24年３月末利回りを参考に0•985％で計算しております。

８．リース取引の処理方法
リース料総額が3¶000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が3¶000千円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
９．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

10．積立金の国庫納付等
１）前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は131¶695¶941円であり、これに前中期目標期間の
最終年度の未処分利益1¶153¶356¶431円及び前中期目標期間繰越積立金の使用残額43¶636¶050円を
加えると、積立金は1¶328¶688¶422円となります。
２）この積立金1¶328¶688¶422円のうち、今中期目標期間の業務の財源として繰越の承認を受けた額
は154¶683¶618円であり、差し引き1¶174¶004¶804円は国庫に納付しました。

〔重要な会計方針の変更〕
（特定の償却資産の処分に係る会計処理）
代替資産の取得が予定されていない特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の処分差額に
ついては、前事業年度まで、固定資産除売却損に計上しておりましたが、独立行政法人会計基準等
の改訂に伴い、当事業年度より、資本剰余金（損益外除売却差額相当額）に計上する方法に変更し
ております。
これにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、当期純損失が19¶470¶500円減少し、
資本剰余金（損益外除売却差額相当額）（借方）が同額増加しております。なお、行政サービス実施
コストに与える影響はありません。
〔重要な表示方法の変更〕
なし

〔貸借対照表関係〕
１．運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積額 223¶414¶625円
２．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 1¶883¶032¶801円

概要：生態系研究フィールドÓにおいては、これまで実施してきた樹木の光合成測定、植生回復速
度測定の研究を発展させ、近年重要な課題となっている地球温暖化のメカニズム解明や将来予
測に欠かせない炭素循環、特に森林等陸域でのCO２吸収・放出量の解明のための実験的研究が
行われております。

２）使用しなくなる日
生態系研究フィールドÓで行っている研究が平成27年度を目途に終了することから、その機能
を研究所の敷地内を含む他の場所に確保し、現在実施している研究が終了した日としております。
３）使用しないという決定を行った経緯及び理由
独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月７日閣議決定）に基づき、上記
２）の内容及びその後速やかに国庫納付することとしております。
４）将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額

生態系研究フィールドÓ（当事業年度末帳簿価額：土地1¶788¶590¶880円、建物等45¶254¶831円）
については、国庫納付の方法及び時期が決定するまでは回収可能サービス価額及び減損額の見込
額を算出することができません。

〔損益計算書関係〕
ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、14¶893¶814円であり、当該影響額を除いた当

期総利益は、62¶268¶734円であります。
〔キャッシュ・フロー計算書関係〕
１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 4¶206¶075¶421円
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資金期末残高 4¶206¶075¶421円�
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